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議会運営委員会審査事項

平成２３年(2011年）５月３１日

第２回市議会定例会について

（１）招集日６月８日（水）

１

Ｐ

（２）一般質問

山城

小林

上地

嘉山

大村

渡辺

永井

発言意思通告者

保男議員

伸行議員

克明議員

淳平議員

洋子議員

光一議員

真人議員
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横須賀市議会議員

藤野英明様

（３）審議予定案件

議案７件

報告１６件

陳情３件

議長の常任委員辞任について
弘

噺（４）審査日程

●

２特別委員会の設置提案について

僻椴ｦ職I議畿蹴立下蝋ljko

3陳情の取り扱いについて

灘日ﾗ認齢鴫測〕(拙)。謹渉
賊帆琴酌1．３陳情の取り扱いについて

ｗ§状『wL州軽』ＬＰ１ｒ常偲餓必吋』雑，
’４．－椛馳職必
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[報告］

（総務）報告第３号

[議案］

（予算決算（総務、教

議案第51号

教福、都整））

平成23年度横須賀市一般会計補正予算

（第１号）

物品の買入れについて

物品の買入れについて

横須賀市。三浦市消防通信指令事務協議

会の設置に関する協議について

訴えの提起について

市道路線の認定及び廃止について

本庁舎熱源設備ほか改修工事請負契約の

締結について

町

号
号
号

２
３
４

５
５
５

第
第
第

案
案
案

議
議
議

(生環）

(生環）

(生環）

(都整）

(都整）

(総務）

号
号
号

５
６
７

５
５
５

第
第
第

案
案
案

議
議
議

第２回市議会定例会提出予定案件一覧表

公益的法人等への職員の派遣等に関する

条例の一部を改正する条例の専決処分

について

(生環）報告第４号 廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等

に関する条例の一部を改正する条例の

専決処分について

手数料条例の一部を改正する条例の専決

処分について

損害賠償専決処分について

損害賠償専決処分について

和解の専決処分について

(教福）報告第５号

(生環）

(教福）

(都整）

報告第６号

報告第７号

報告第８号

２

0101-06.-.09-02-02



(都整）報告第９号損害賠償専決処分について

(予算決算（教福））

報告第10号平成22年度横須賀市一般会計継続費繰越

計算書について

(予算決算（総務、生環、教福、都整））

報告第11号平成22年度横須賀市一般会計繰越明許費

・繰越計算書について

(予算決算（総務、生環、都整））

報告第12号

(予算決算（都整））

報告第13号

(予算決算（生環））

報告第14号

(予算決算（生環））

報告第15号

(予算決算（生環））

報告第16号

(予算決算（生環））

報告第17号

０１０１‐｡6-09--02-02

平成22年度横須賀市一般会計事故繰越し

繰越計算書について

平成22年度横須賀市特別会計公園墓地

事業費事故繰越し繰越計算書について

平成22年度横須賀市水道事業会計継続

費繰越計算書について

平成22年度横須賀市水道事業会計予算

繰越計算書について

平成22年度横須賀市下水道事業会計継

続費繰越計算書について

平成22年度横須賀市下水道事業会計継

続費繰越計算書について

３



(予算決算

01-01,-06-09--02=0２

Ｌ

（生環））

報告第18号平成22年度横須賀市下水道事､業柳会:計予

算繰越計算書について

４

７



［陳情］

（１）陳情第８号地球防衛宣言について

（２）陳情第９号入札制度の改悪について

（以上２件議会運営委員会にて取り扱い協議）

（３）陳情第１０号 正しい歴史観による歴史教科書の採択につい

て

(教育福祉常任委員会）

５

01-01-06-0902-”



市議会だより

写真撮影
（蟻場）

第２回市議会定例会審査日程（案）

層

(会期：１７日間）

○'-－０１．－０６．－０９－０２．０２

月日

６．８(水）

６．９(木）

６．１０(金）

第１委員会室

本 会議

予算決算常任委員会（議場）

本会議間侭Ⅱ仔儒一目学
教育福祉常任委員会
(予決算分科会）

第２委員会室 第３委員会室

都市鮒常任委員会

(予決算分科会）

第４委員会室 開議（開会）時刻

午前１０時
(議場参集

９時５５分）

本会議終了20分後

楠'０零

午前１０時

備考

【
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６．１３(月）

６．１４(火）

６．１５(水）

６．１６(木）

６．１７(金）

*６．１８(士
。
、
、
Ｕ
Ｊ
Ｄ
〃
々

６．１9（ ゴノ

６．２０(月）

６．２１(火）

６．２２(水）

６．２３(木）

６．２４(金）

'

日） 織灘職
(予備日）

生活職常任委員会

(予決算分科会）

(予備日）

(特別委員会）

鱗,蕊繍繍，‘洲蕊会）罵識i:蕊i識
＃蝋蝉＃蕊（休一会） 蕊蕊識蕊篭

(予備日）

予算決算常任委員会理事会（会議室）

予算決算常任委員会（議場）

議会運営委員会（会議室）

本 会議

;鱗 ｆ(体
Q9画P灘

総務常任委員会

(予決算分科会）

ｉｆ会):瀞
■■曲貝
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午前１０時
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午前１０時

午前１１時

午前１０時

午後２時

瀞

溌職｡購騒

;雛

教福

所管事

総務・生環

所管事務調査

蕊鵜識鵜
ii繍懲騨蕊霞

磯員互助会
理事会

》

Ｏ雑 時80分

聯繍!'繍撫

淵縦繍

６．７(火）
議会運営委員会（会議室）

議会制度検討会（会議室）

午前１０時

午後１時



ー

面

報 告事項

(議長）

１各種会議等への出席について

５月２０日神奈川県市議会議長会定例会

２ 市内企業見学会の開催について

日時６月２０日（月）１３時～１６時

（13時市役所北口集合、日産自動車バスにて送迎）

場所日産自動車株式会社追浜工場

内容電気自動車の概要や乗用車生産ラインの見学等

＊同見学会のご案内を別途ご配付いたします。参加希望者は、

事務局総務課へお申込みください。

(事務局）

１議員研修会について

ご希望のテーマがありましたら、６月３日（金）午前１０時

までに具体的なテーマ、講師名等を事務局総務課までお申し出

ください。（票3D案佃）

２ 全国都市問題会議等の開催について

（１）全国都市問題会議

１０月６日（木）～７日（金）鹿児島市

メインテーマ：都市の魅力と交流戦略

サブテーマ：地域資源×公共交通＝地域活性化

７

０１－()1－０６－０９．－０２－０２
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４

５
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７

（２）全国市議会議長会研究フォーラム

１０月１２日（水）～１３日（木）青森市

第１部基調講演「二元代表制と地方議会改革」

第２部パネルディスカッション

、「地方議会と直接民主主義について」

第３部意見交換会

第４部課題討議「議会基本条例について」

第５部視察

（３）中核市サミット

１１月１日（火）～２日（水）和歌山市

テーマ：未定

節電対策について

紙１Ｗルトミ侭fLぅ桃
地方議会議員年金制度の廃止について

‘/(蝋止(Ⅷザ賎』Ｍう
議員期末手当の支給について

６月１０日（金）

訓怖睦蝿弓侭
'州洲織
「賠卜漣司堪室(稀端)｣豆繊伽一
ご・'法ｗ７叩瓦蔦亨僻価畑今;蕊揃

８

公
Ｌくう、入今

０１－．０１．．０６．．０９．．()２．．０２
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資料１

横須賀市防災体制等整備特別委員会の設置について（新政会）

1名称横須賀市防災体制等整備特別委員会

2設置目的本市では、平成２１年度に「横須賀市地域防災計画」が改訂さ

れ､市の防災対策の基本姿勢が示されておりますが、３月１１日に

発生した東日本大震災の発生に際して、広域避難地の指定、防災情

報の伝達､避難所運営､避難所への物資等の搬入など､その実態が、

避難地として不適当な場所､市民にとって不十分な情報伝達、ある

いは組織として機能していない点が多々ありました。

議会としては､本市の防災計画、防災対策について種々の問題点

を専門的に検討し、実効性のある対策を確立する必要があります。

そこで､下記の３点について特別委員会での集中審議を行いたく

設置をお願い申し上げます。

3付議事件

４提案理由

５関係部局

（１）「横須賀市地域防災計画」における広域避難地等の設定及び

防災情報の迅速な伝達について地震･津波等の広域災害を考

慮した計画立案の再整備について

（２）「横須賀市地域防災計画」における避難所運営について、実

効性のある画立案の再整備について

（３）新港埠頭交流拠点（救急医療センター、官公庁エリア、賑

わいゾーン）の津波対策について

（１）大津波警報が発令されたにも関わらず、指定避難地が海岸

寄りに集中している地域がある（付議事件１)。

（２）防災無線による、防災情報が市民に適切に伝わっていなか

った（付議事件１)。

（３）海岸地域の避難者が集中した避難所に対する、食糧等の配

布に多くの問題点があった（付議事件２)。

（４）帰宅困難者への配慮がなされていなかった（付議事件２)。

（５）新港埠頭に計画されている交流拠点において、施設整備計

画の中に実質的な津波対策が盛り込まれる必要がある。（付

議事件３)。

市民安全部、消防局（生活環境常任委員会）

教育委員会（教育福祉常任委員会）

港湾部（都市整備常任委員会）

O1-01-.06-09--02-0‘Ｉ
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資料２

自治基本条例等検討特別委員会の設置について（新政会）

1名称

2設置目的

3付議事件

４提案理由

自治基本条例等検討特別委員会

本市では、平成２４年４月施行を目途として「横須賀市自治

基本条例」の設置に向けて、検討委員会等の会議が進められて

おります。また、「地域運営協議会」についても、その設置が急

がれております。

これら、市民にとって重要な条例やシステムが実施されよう

としている現状にも関わらず、議会の関与については常任委員

会における限られた質疑に終始しております。このままでは、

議会に条例案が提示されるまで、本来議会で行われるべき議論

が充分にされないまま、議決を迎えることにもなりかねません。

議会としては、本市の最上位に位置づけられる「横須賀市自

治基本条例｣、地域主権の中核をなす「地域運営協議会」につい

て種々の問題点を専門的に検討し、実効性のある議論を行う必

要があります。

そこで、下記の点について特別委員会での集中審議を行いた

く設置をお願い申し上げます。

｢横須賀市自治基本条例」の設置及び「地域運営協議会」の制度

について、条例及びシステムの、法律面、制度設計からの問題点

を専門的に検討する

｢横須賀市自治基本条例」の設置及び「地域運営協議会」の制度

について、市民代表である議会が、その設置について責任ある議

論を行い、制度面、法律面からの問題点を専門的に検討する必要

があるため。

5関係部局政策推進部（総務常任委員会）

市民部（生活環境常任委員会）

０１－０１－０６－０９－０２･Oｊｌ



資料Ｓ

土地開発公社のあり方に関する特別委員会の設置について（公明党）

1名称土地開発公社のあり方に関する特別委員会

2設置目的本市財政における重要課題である士地開発公社の存続について集

中的に審査を行うため。

同公社を廃止すると決定した場合には、第３セクター等改革推進

債の発行期限である平成25年度までに的確な結論を出す必要があ

る。よって速やかな審査を行うため本特別委員会の設置を求める

ものである。

3付議事件土地開発公社の存廃について

４審査項目

５関係部局

（１）同公社保有土地の時価と簿価の派離状況及び今後の見通し

について

（２）保有土地の活用及び売却の可能性について

（３）同公社の役割と廃止した場合における同役割の補完につい

て

（４）同公社廃止による本市の負担及び存続に係る負担との比較

について

（５）廃止するとした場合の具体的な手法及びスケジュールにつ

いて

資産経営課（総務常任委員会）

0１－０１－０６－０９．０２－０４
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4審査項巨

資料４

防災対策再構築特別委員会の設置について（自由民主党）

1名称防災対策再構築特別委員会

2設置目的３．１１「東日本大震災」被害を鑑み、市民生活の安全のため、防災

体制を再構築する。

3付議事件大規模災害における横須賀市防災体制の再構築

１
１
１

１
２
３

く
く
く

周辺自治体との広域連携について

関係諸機関との連携について

地域防災計画の見直しについて

５関係部局 市民安全部、市民部、消防局

士木部（都市整備常任委員会）

(生活環境常任委員会）

０１－０１－０６．－０９－０２．０４



匿亜i］

節電チェックシート(一般事務室用）

ひとりひとりの地道な取組みの積み重ねが大きな節電効果につながります。

職場内の一斉総点検や日々の取組みをチェックしましょう。

【通常用】夏季を除く通常の期間

No.

１

２

３

４

５

６

７

取組み項目

業務に支障のない照明の消灯(自然光を極力利用する）

始業前及び昼休み時間中の一斉消灯

終業後は－斉消灯し､必要な照明のみを点灯する

退庁時はパソコンの電源をコンセントから抜く

電気ポット､コーヒーメーカーなどの電気製品の使用を極力控え
る

エレベーターの使用を極力控える

定時退庁日を設け､実践する
G

【夏季対策期間】６月20日～９月30日

通常用とあわせて､チェックをお願いいたします。

８ クールビスを実践する

９
電気ボｯﾄ､コーヒーメーカーなどの電気製品の使用を極力中止
する

1０ 冷蔵庫の共同利用を検討する

【自主的取組用】

独自の取組があれば､あわせてチェックをお願いいたします。

1１

1２

1３

1４

01-01-06-09-02-04
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特定所管事務調査について

稲城市議会の川島やすゆき議長から「議会の調査権」を有効に活用した特定

所管事務調査について報告があった。議会が二元代表制の元で執行部と対等の

関係で議論を深めることは議会の調査権の積極的な活用は議会の質を高める上

からも重要だ。

稲毛市議会の取り組みに特徴があるのは①委員会中心主義で進めている。

②地方自治法１０９条第３項にある調査権の活用③委員会の所管事務調査で

特定事項を閉会中の継続審査として視察先を決定し④調査結果として本会議

で報告する。というもので本市に例えれば常任委員会に特別委員会を設置する

ようなニュアンスと思われる。結論から感想を申し上げれば、常任委員会で特

定所管事務調査項目を設定し、通年で調査を行い、結論として蕗条例案や意見

書として成果をまとめ上げてい

くことは大変重要、かつ必要なこ

とではないかと思う。
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望言画争副言ユ室型死霊詩＝つ死一ラム実后買、全

稲城市の特定所管事務調査の作

業手順について

①手続き

Ｈ協議会で特定所管事務調

査の調査項目、目的、方法

及び期間をあらかじめ協

議し・

蕊

ｂ』

》
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８月中旬に調査項目に基づき視察先を決定し、今後の進め方を協議

９月定例会の委員会で視察のための閉会中の委員派遣を議決

会期中の委員会で特定所管事務調査事項を決定する。議長に調査項目、

目的等をあらかじめ通知し、閉会中の継続調査事件として本会議で可決

する。

口特定所管事務調査には、市から報告を受ける前の特定所管事務調査と委

員会が自主的に行う特定所管事務調査の２種類ある。

日自主調査の進め方は

６月の定例会で、議案等付託案件審査後に、各委員から出された調査項

目を協議し､特定所管事務自主調査項目を決定する。決定に伴い､次回、
市から状況説明を求める。

７月中に市の担当部局から現状説明を受け、質疑の上、各委員の間の共

通認識を持ち、今後の進め方を協議
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１０月先進市の視察を２泊３日で３か所行う。

１ｏ月下旬、視察結果について課題、問題点について協議

１１月下旬、視察の感想を事前に各委員から提出の上、協議し整理、

１月中にまとめの協議

２月中に報告書の決定

３月定例会で特定所管調査報告を行う（ケースにより意見書、決議等の
議決)、時期調査項目の決定

ここで重要な事は、棒線に記したように視察目的が委員会として政策提
案にまとめ

る意思が明確であることだ。本市の場合、各委員の判断に任せている感が

あるが、稲城市の特定所管事務調査視察委の考え方や進め方は、本来の視

察のあり方ではないかと思う。議会の意思を明確にし、政策提案力を高め
るため調査権を有効に活用し、委員会の運営に生かしていきたいと思う。
大いに参考にしていきたい。
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【課題討議２】議会の調査権について

特定所管事務調査について

|－－【課題討議2】議会の調査権について■

川島…やすゆき氏（稲城市議会議長）

１経過

平成７年から議会改善に取り組み､その改善項目の中に、「委員会中心主義へ
の移行」を掲げ、議会運営委員会で頁協議し、

（１）議案は委員会付託を原則とする。

（２）所管事務について、積極的に調査する。。。。こととした。

平成９年から自主的に調査を行うための特定所管事務調査を開始した。

５調査対象

2仙根警任崖員会はその所管に属する事務について､調査をすることができる。
これを所管事務調査という。

※地方自治法第１０９条第４項常任委員会は、その部門に属する当該普
通地方公共団体の事務に関する調査を行い、議案､,陳情等を審査する。
（２）所管事務調査を行う場合は、委員会において特定事項を議決し、議長に目
的・方法．期間等を通知しなければならない。

※稲城市議会会議規則第９６条第１項常任委員会は、その所管に属する
事務について調査しようとするときは、その事項、目的、方法及び期間等
をあらかじめ議長に通知しなければならない。

リラ己冒、

．。

９

３意義．

（１）付託議案の審査に生かす。

（２）所属委員が特定の調査事項について委員会としての意見を報告書。議案と
して提出する。

（３）執行機関を監視しくチェックする。

４効果

（１）委員会が活性化し、議会の政策立案。政策提言機能が強化される。
（２）執行機関の政策形成に役立つ。



』

(1)当該団体の事務
●●

(2)委員会の所管に属する事務

６手続き

（１）協議会で特定所管事務調査の調査事項、目的、方法及び期間等をあらかじ

め協議する。

（２）会期中の委員会で特定所管事務調査事項を決定する。

（３）議長に調査事項、目的、方法及び期間等をあらかじめ通知する。、

(4)閉会中の継続調査事件として決定し､委員会から議長に申し出､本会議で
可決する。

７種類

（１）市から報告等を受けるために特定所管事務調査事項とするもの

①委員会が所管事務について市から報告等を受けるために特定所管事務調

査事項として決定するもの。

②特定所管事務調査事項は、各委員会の所管事項（部別の所掌事項）を箇

条書きにしたもの。

③閉会中は、継続審査・・調査事件がなければ委員会を開くことができない

ので、特定所管事務調査事項を閉会中の継続調査事件として決定しく議長

に対して「閉会中の継続調査の申し出」を行い、本会議で議決する必要が

ある。

（２）委員会が自主的に調査を行うために特定所管事務調査事項とするもの

①委員会が所管事務について自主的に調査を行い、その結果を踏まえ、政

策提言等を行うために特定所管事務調査事項として決定するもの。

②特定所管事務調査事項はぜ各委員会の協議会において所管事務の中から

特定調査事項を協議し、委員会において決定したもの。

③閉会中は、継続審査・調査事件がなければ委員会を開くことができない

ので、特定所管事務調査事項を閉会中の継続調査事件として決定し、議長

に対して「閉会中の継続調査の申し出」を行い、本会議で議決する必要が

ある。

８調査方法

（１）市から報告等を受けるための特定所管事務調査事項

①市からの申し出及び委員会からの申し出により、市が委員会に報告等を

行い、質疑‘意見を行う。

②その結果により、自主調査に移行する場合もある。

③調査結果報告等は、行わない。

3４
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(2)委員会が自主的に調査を行うための特定所管事務調査事項

①調査の進め方を協議し、現状・問題点・対応策等について調査を行う。

②必要に応じて、市から現状等の説明、委員派遣調査、参考人からの意見

聴取、対応策についての委員間の自由討議等を行う。

９自主調査の流れ

（１）５月中旬に、常任委員会の正・副委員長の互選を行う。次回までに、調査

したい事項を各委員から提出してもらう。

（２）６月定例会で、議案等付託案件審査後に、各委員から出された調査事項を

協議し、特定所管事務自主調査事項を決定する。決定に伴い、次回、市から

現状説明を求めることを決定する。

（３）７月中旬に、市の担当部署から現状説明を受け、質疑し、各委員間の共通

認識を持つ。今後の進め方について協議する。

（４）８月中旬に、調査事項に基づき、視察地（先進市）を検討し、決定する。

相手市の都合もあるので、８月中旬までに決める。今後の進め方を協議。

（５）９月定例会の委員会で、視察のための、閉会中の委員派遣を議決するｂ

（６）１０月中旬に、先進市の視察を２泊３日で行う（３箇所)。

（７）’０月下旬に、視察の感想、意見交換を行い、課題・問題点を協議する。

（８），１月中旬に、課題・問題点について、事前に各委員から箇条書きで意見

を提出してもらい、それを基に協議し、整理していく。

（９）１月中にくまとめの協議を行う（重複項目や文言整理)。

⑩２月上旬に、報告書（ケースにより、意見書や決議等）の決定。

（,,）３月定例会で、特定所管事務調査報告を行なう（ケースにより意見書や決

議等の議決)。次期調査事項の決定。．

１０自主調査の結果．

（１）調査結果報告

①委員会が調査結果を執行機関及び議員全員に知ってほしいときは、委員

・長が本会議で報告する。 ｜

②委員長が本会議で口頭報告を行う場合は、委員会所管事務調査報告書を

委員会で議決し、議長に提出する。

．③調査報告書には、調査事項､調査方法､調査期間、調査結果を掲載する。

④報告の内容は、委員会で報告内容を議決するか、委員会の議決で報告内

容の取り扱いを委員長に一任する。

⑤報告の内容は、調査の過程で出された意見、要望、質疑応答、判明した

内容等に基づき作成する。

（２）委員会決議

3５
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①結論を委員会の意思として確定したい場合は、委員が決議案を提出し議

決する。

(3)・議員提出議案

①結論を議会の意思としたい場合は、委員長ほか所属委員が提出者、賛成

者となって議長に条例案・意見書案・決議案等を提出する。

(4)何もしない

①特定所管事務調査は付議事件ではないので、報告する義務はない。その

調査の段階で執行機関に提案・要望・要請を行っているので、何もしなく

てもよい。

１１自主調査の実施状況

常任委員会の任期２年で、１項目か２項目を自主調査している。

１蝋
ｌ申し合わせ事項

(1)常任委員会の所管事務調査は、あらかじめ調査事項を委員会で議決しず議

長に通知してから調査を行う。なお、調査事項は、会期中、随時委員会の議

決で追加することができる。（H8.5.7議運申し合わせ）

(2)常任委員会の所管事務調査は、原則として閉会中に行う。ただし、会期

中に緊急に所管事務調査を行う必要がある場合は、日程を議長と調整する。

値8.5.7議運申し合わせ）

(3)常任委員会は、閉会中に継続審査事件以外について調査する場合は、協議

会で行う。（H8.5.7議運申し合わせ）

(4)常任委員会は、所管事務調査の結果を委員会の意思として確定したい場合

は、委員が決議案を提出し、委員会で議決する｡また、議会の意思としたい

場合は、委員長ほか所属議員が提出者、賛成者となって、条例案、意見書案、

決議案等を提出する。侭8.5.7議運申し合わせ）

(5)常任委員会は、所管事務の調査の結果を本会議に報告したい場合は、委員

会で報告内容を議決し､報告する事項をあらかじめ文書で申し出る。侭a5.7

議運申し合わせ）

3６
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本会議で議決

q

特定所管事務調査の進め方

[報告を求める調査事項］i自主調査事項Ｉ

↓↓

↓
協議会で所管事務の中から自

●

主調査事項を協議

ぐ

↓ ●

委員会で特定所管事務調査事

項として決定

委員会で特定所管事務調査事

項として決定 |←議長に通知－婆
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閉会中の継続調査事件に決定 閉会中の継続調査事件に決定

‘
議長に申し出 議長に申し出

本会議で議決

3７

･市からの現状等の説明

･委員派遣調査

･参考人からの意見聴取

･_対応策についての委員

間の自由討議

↓

1

ト調査実施 報告・協議

↓

調査終了 市から説明を求

め、質疑・意見

↓ ↓ ↓
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５月中旬

（改選）

６月定例会

７月中旬

８月中旬

９月定例会

１０月中旬

１０月下旬

１１月中旬

１月中旬

１月下旬

２月上旬

３月定例会

〔

自主調査の流れ

正・副委員長の互選．

（次回までに、各委員から調査事項を提出）

調査事項の協議、決定

（次回、市から現状説明を求めることを決定）

'蕊鑑露鶏共通認識）
視察地（先進市）の検討、決定

今後の進め方を協議

閉会中の委員派遣を議決

先進市視察（２泊３日）

視察の感想・意見交換（課題・問題点）

課題・問題点を協議、整理へ

まとめの協議

まとめの協議

報告書（意見書・決議等）の決定

報告（意見書・決議等）

※次期調査事項の決定

●

奄

《
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自主調査の実施状況
【平成９年度～１２年度】

3９

●

【平成１３年度～】

⑧

件
数 件名 調査期間

調査

回数

報告

答

意見

書

決
鍍
委員会

決鍍

○縫務委員会

１ ＣＡＴＶの視聴区域拡大について Ｈ１3.9.13～Ｈ15.1.21 ２０回 ○

２ 広域連携のあり方について Ｈ14.3.13～Ｈ14.12.11 ３回

３ 自治体消防の今後のあり方について Ｈ15.6.20～Ｈ16.5.17 １１回 ○

４ 行政評価のあり方について '116-6.10～Ｈ17.2.9 9回 ○

５ ＰＦＩ手法の課題と今後の取り組みについて Ｈ17.6.21～1118.1.26 7回 ○

６ (仮称）健康プラザについて 1118.3.13～1118.7.18 ５回 ○ ○

７ 市民参画について 1119.6.21～1121.29 １４回 ○

８ 入札制度のあり方について Ｈ21.7.23～．

○福祉文教委員会．

１
学校週５日制実施に伴う学校d地域･家庭の連携につい
て

Ｈ１３．９－１４～1114.2.7 ５回 ○

２ 中央図書館建股について Ｈ14.3.14～Ｈ14.7.30 ５回 ○

３ 新文化センターの建設について Ｈ１5.6.23～Ｈ16.1.14 ８回 ○

４ 禰齢者・障害者のさらなる健康増進施策について Ｈ16.3.12～Ｈ17.2.18 １１回 ○

５ 介護保険の見直しについて Ｈ１7.6.22～Ｈ17.11.17 ７回 ○

６ 市民の健康水準を高める取り組みについて Ｈ18.3.14～Ｈ18.8.8 ５回 ○
７ 学校図書館の整備と活用について Ｈ１9.6.22～Ｈ19.11.26 ６回 ○

８ (仮称）健康プラザについて 20.3.13～Ｈ20.8.20 ６回 ○

９ 商齢者を支援する施策について Ｈ21.7.29～

Ｏ建設環境委員会

１ 坂浜・平尾土地区画慧理事業について 1113.6.21～Ｈ14.8.22 １４回 ○ ○
２ 緑地保全と管理のあり方について Ｈ14.3.15～Ｈ15.2.14 １３回 ○ ○ ○

３ 南武線高架下のあり方について Ｈ１5.6.24～Ｈ16.2.3 ７回 ○

４ 多摩ニュータウン地区内の諸課題について Ｈ16.3.15～Ｈ１7．２．１７ ９回 ○ ○
５ 稲城市内の商業の活性化について Ｈ１7.6.23～Ｈ1８．１１．１６ １５回 ○ ○
６ 緑の保全と南山土地区画整理事業について Ｈ19.6.25～Ｈ21.2.12 ２２回 ○ ○
７ 稲城市における今後の農業の発展のために Ｈ２１．７．１４～

件
数

件名
、

調査期間
調査

回数

報告

書

意見

苔

決
議
委員会

決義

○ ・総務文教委員会．．

１ 修正基本計両策定後の課題について Ｈ9.6.23～Ｈ9.10.17 ４回

２ 学校週５日制の対応について Ｈ9.6.23～Ｈ１１．２．８ １４回 ○

３ 市政発展に向けての人ｎ増加対策について Ｈ9.6.23～Ｈ１1.2.9 １４回 ○ ○

４ 怖報公開制度の充実について 1111.7.12～Ｈ１2．８．２８ １０回 ○

５ 余裕教室及び適正学区の対策について． 1111.7.12～Ｈ13.2.19
■

１１回 ○

○福祉経済委員会

１ 市立病院新棟開股に当たっての課題について 9.7.14～1.19.10.20 ３回 ○

２ 若葉台センター地区商業施股整備の課題について 119.7.14～119.10.20 ３回 ○

３
介護保険制度の導入に伴う準備体制を含めた地域福祉．

計画の拡充について
Ｈ9.11.10～Ｈ11.2.22 1８ ○ ○

４ 商工業振興施策の推進について Ｈ９．１１．１０～Ｈ１1．２．２２ １８回 ○ ○

５ 少子社会に対応する支援施策の充実について Ｈ１1.6.24～Ｈ１2．５．２３ １３回 ○ ○

６ 農業基本計画策定について Ｈ12.421～Ｈ１3．１．１５ １０回 ○ ○

７ 市蹴病院のあり方について Ｈ１２４．２１～Ｈ１3．２．１４ １２回 。○

○建設環境委員会

１ 南武線連続虻体交差｛３事業について Ｈ9.6.17～Ｈ１１．２．１７ ９回

２ 坂浜・平尾土地区画リを理事業について Ｈ9.6.17～Ｈ１１．２．１７ ９回

３ 多摩ニュータウン開；菅調整の課題について Ｈ9.6.17～Ｈ１1．２．１７ ９回 ○

４ ごみ減量計画について Ｈ9.6.17～Ｈ１１．２.］７ ９回

５ 京王稲城駅前の開発整備対策について Ｈ10.10.23～Ｈ1０．１１．１５ ４回 ○

６ 段観基木計画の推進対策について Ｈ10.10.23～Ｈ11.2.17 ２回

７ 矢野ロ駅周辺土地区画整理事業の事業計画の推進対策 Ｈ１１．１志１９～Ｈ１１．２．１７ 2回 ○ ○

８ 稲城駅周辺整備について Ｈ１1.7.21～Ｈ13.2.9 ５回

９ ごみ減堂とリサイクル推進について Ｈ１１．７．２１～Ｈ１3.2.9 １４回 ○



、

4０

常任委員会の特定所管事務調査事項

総務委員会特定所管事務調査事項

１基本政策の企画立案及び施策の総合調整に関する

こと。

２組織・機構に関すること。

３施策の評価と仕事の目標管理に関すること。

４行政管理に関すること。

５工事等の検査に関すること。

６市民との協働及び市民交流に関すること。

７女性及び青少年に関すること。

８財政に関すること。

澱:W，鰯鴇耀縛差と。
１１職員の人事、研修及び福利厚生に関すること。

１２広報及び広聴に関すること。

１３秘書に関すること。

１４例規の文書審査及び法制執務に関すること。

１５情報管理に関すること。

１６契約及び財産の管理に関すること。

１７公共用地の取得等に関すること。

１８災害対策の調整に関すること。

１９消防本部の所管に関すること。

２０監査委員の所管に関すること。

２１選挙管理委員会の所管に関すること。

（自主調査事項）

１入札制度のあり方について

建設環境委員会特定所管事務調査事項

１戸籍､住民基本台帳その他総合窓口に関すること。

２国民健康保険及び国民年金に関すること。
３産業の振興に関すること。

４市民相談及び消費者保護に関すること。
５環境の保全及び改善に関すること。

６公害対策に関すること。

７清掃及び資源リサイクルの推進に関すること｡．

８下水道事業に関すること。

９受託水道事業に関すること。

１０まちづくりに関する施策の総合調整に関するこ
と。

１１新住宅市街地開発事業に関すること。

１２都市計画決定及び都市計画事業に関すること。
１３南武線連続立体交差奉業に関すること。
１４住宅政策に関すること。

１５土木及び建築に関すること。

１６道路及び河川の管理に関すること。
１７交通政策・安全等に関すること。

１８緑地及び公園等に関すること。

１９区画整理事業に関すること。

２０農業委員会の所管に関すること。
（自主調査事項）

１稲城市における今後の農業の発展のために

福祉文教委員会特定所管事務調査事項

１地域福祉に関すること。

２ひとり親家庭等の福祉に関すること。

３生活福祉に関すること。

４高齢者の福祉に関すること。

５障害者の福祉に関すること。

６介護保険に関すること。

７．保健衛生に関すること。

８児童の福祉に関すること。

９少子対策に関すること。

１０教育委員会の会織に関すること。

’１教育委員会職員の人事に関すること。

１２学校施設並びに学校の設置、管理及び廃止に関す

ること。

１３学校教育の指導に関すること。

'４学校給食共同鯛理場に関すること。

１５生涯学習に関すること。

１６社会教育に関すること。

'７文化財、芸術、文化及び芸能に関すること。

’８体育、スポーツ及びレクリエーションに関するこ

と。

'９社会体育施設に関すること。

２０市史編さんに関すること。

２１文化センターに関すること。

２２図書館に関すること。

２３市立病院事業に関すること。

（自主調査事項）

１高齢者を支援する施策について

争
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議会運営委員会

委員長伊藤順一様

横須賀市議会議員

発言の申し出について

平成２３年夕月』ア日

二二卿！ 斧

平成〃年夕月ゴ/日の議会運営委員会に出席し､別紙のとおり発言

したいので許可されるよう申し出ます。

受領日時 平伽3年s-則７日午前･忽午時'◎分

01-01-06-09-02-05

三



０１－０１…06-09-02-05

Ｌ

発言の委員会

件名及び

発言の要旨

●

平成２３年５月３１日 議会運営委員会

クオレに対する平成２３年度補助金交付に関する附帯

決議の確認について。

５月１６日の報告を受け、問題なければ了として四半期

分を交付するとしたことがなぜあのような混乱を招く結

果になったのか。

委員外議員として発言を求め、その都度提案をしてい

きたい。

我々議員は選挙で選ばれた住民の代表者（公職者）と

して、住民の代表としてその意思を当該自治体の政策運

営に反映させ、首長以下、市職員が行う事務事業執行を

監視するという目的のために行うことが職務である。本

件はこれに基づき民生常任委員会委員のうち、一部を除

いた委員で合議し附帯決議を提起し本会議で決定したも

のである。今回の件はこの経緯を理解せず、委員会審査

に臨んだとしか思えない。

そこでこの問題を理解する上で本件がどのような形で

取り上げられ、どのような質疑と、議員間討議を通じて

附帯決議となったか、経過を別途提出する。

別紙事務局作成委員会経過メモ

まず現委員長は附帯決議という重要案件をどのような

理解で５月１６日担当部から報告を受けたのか確認した

い。また報告を受けた後の質疑では、前期委員が４名在

籍し、かつこの附帯決議をとりまとめ、発議者となった

委員長の言動にも疑問を感ずるところである。附帯決議

を発議した当時の委員長の理解と認識はいかがであった

のか。説明を受けたい。

問題点Ｉ

１ 行政資料について

附帯決議を受けた所管部課がこの附帯決議に不満を

持ったか無理解なのか、５月１５日に提出した説明資料

は本件附帯決議を理解し、委員会の承諾を得るための

資料としては全くその体をなしていない。

発言者氏名 一柳洋
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件 名及び

発言の要旨
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３

発言者氏名 一 柳 洋

， チェック無しに審査した委員会の問題

その全く持って不完全な説明資料に対しチェック能

力を教育福祉常任委員長が持ち合わず審査に臨んだこ

とが混乱の原因であり議会の権能を揺るがすことにつ

ながったと評価する。市民代表として厳格な議決権の

行使をせねばならぬ市議の本旨からして、我が会派は

本件に関して委員長職の問責に当たり、進退伺を出す

ことが適当と考える。

， 事務局の補佐体制

事務局もこのような説明資料を出させたことは、事

務的不手際であるし、事務局員を通常期の人事異動に

基づきすべて交代させたことも原因である。前期民生

常任委員会担当を一人でも残しておけば防げたのでは

ないか。しかし事務局は議員及び議会の補助機関であ

り委員長の議事進行能力に立ち戻る。

現在の会派割りに基づく委員長選出の問題点が今回

図らずも出たと言い得る。

この点について議長はどのような改善案が必要と考

えられるかお聞きしたい。

改善提案

議会基本条例第２０条にある議員相互の討議の推進に

ついて。

条例には具体な議員間討議の方法について書かれてい

ない。今回のような附帯決議については、だいたいが懇

談形式で進められる。今回分かったが、懇談では一切記

録がない。

以上説明等を受けた後で議員間討議のありようについ

て改善案を論議の中で提案したい。



炉

社会福祉法人クオレの問題についての経過

２月３日：神奈川新聞の社説に「甘過ぎたチェック体制」とのタイトルで掲載された。

２月15日：民生常任委員会協議会において、緊急性があるとのことから、２月１８日の民生

常任委員会の補正予算審議終了後に、健康福祉部に報告を求めることとした。

２月１８日 民生常任委員会において、補正予算審議終了後、健康福祉部以外の理事者を退

席させ、健康福祉部から報告を聴取し質問を行った。途中、一柳委員から資料

要求（理事・監事・評議員名簿）があり、委員会として要求することとした。

３月４日民生常任委員会において、一般会計予算に関連して一柳委員が質疑した。

３月８日 民生常任委員会において、一般会計予算に関連して藤野委員が質疑をするとと

もに、資料要求（補助金交付要綱等）を行い委員会として要求することとした。

また、委員会延会後、委員が集まって今後の対応について話し合い、３月11日

の委員会延会後に再度集まって話し合うこととし、それまでに会派としての

考えをまとめてくることとした。

３月11日地震のため、民生常任委員会は途中で延会、話し合いは行わなかった。

３月１５日 民生常任委員会において、委員長から、「議案第16号中付託部分に対する附帯決

議案を提案しようとしたが、議案第16号中付託部分が全会一致で可決とならな

かったため（大村委員・藤野委員反対)、附帯決議案については別途議員提出議

案として提出する」旨の発言があった。

３月17日民生常任委員会散会後、委員が集まって附帯決議の文案について話し合いを行

った。（散会後のため記録なし）

３月22日附帯決議案を本会議に提出し、委員長が提案説明を行った。全会一致で可決。

(事務局作成）

01-01.-06..09-02-05


